
【守りの組織風土改革】
不正防止のための組織風土醸成
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~未然・再発防止のための組織風土（人・組織）へのアプローチ

不正行為は企業経営に甚大なインパクトを与える

粉飾、偽装、情報漏洩、インサイダー取引、汚職など、企業内で発生する不正行為は、その内容・程度にかかわらず、

企業経営に大きな影響を及ぼすことが少なくありません。従業員個人が引き起こした不正行為であっても、巨額の賠

償金・対応費用などの金銭的な損害のみならず、顧客・株主・取引先など、ステークホルダーからの信用を失うことに

よる企業経営への影響は甚大であり、時には、企業の存在を脅かすほどのインパクトをもたらします。

近年、コンプライアンスの重要性がメディアなど至る所で叫ばれ、社会的関心の高まりや、行政による規制の厳格化

と相まって、企業にとって不正防止の重要性はかつてないほど高まっています。一方、様々な対策が講じられる中で

も、依然、多くの企業で不正行為が発生しており、その防止が容易ではないことも強く認識されています。

仕組み・ルールで縛るだけでは不正行為を防ぎ切れない

不正行為はなぜなくならないのでしょうか。不正防止に取り組む際にまず注目される点として、仕組み・ルールの整備

と徹底が挙げられます。意思決定や業務を進めるにあたり、個人の判断に依存すること無く、正しい手順に沿って、

第三者の牽制・チェックが働くことを担保できれば、不正行為の防止に一定の効果があることは間違いありません。

しかし、全ての業務に対して、抜け道が全く無い仕組み・ルールを整備することは不可能であり、実際に関与する従

業員の意識次第で仕組み・ルールは容易に形骸化する恐れがあります。加えて、仕組み・ルールは時と共に陳腐化

するものであり、それら全てを適時・適切に更新していくことは容易なことではありません。このように、仕組み・ルー

ルの整備は不正防止に必要不可欠であるものの、それらが継続的・効果的に機能するためには、実際に関与する

“ヒト”にも注目する必要があると言えます。

デロイト トーマツ コンサルティングでは、仕組み・ルールの整備と併せて、不正防止の必要性、そのために何を重視

し、組織として何を目指すのかなどの基本的な考え方が理解され、仕組み・ルール化されていない部分も含め、従業

員一人ひとりが基本的な考え方に沿って思考・行動できることが重要であると考えています。そのため、組織のムード、

個人の意欲・能力に働きかけ、従業員の思考・行動様式の改革を促すアプローチをご提案いたします。

【 目的 】 組織が目指す姿の実現（不正の防止）

【 風土（人・組織） 】

組織のムード

 上司、同僚、部下に対して、悪いと思うこと、
疑問に感じたことを指摘し合える

 誤りは認め、反省すべきことは反省して
改善につなげることが推奨されている

 社内の他組織・社外との連携が推奨されている

 仕組みを理解し、それに従い業務を行うために
充分な知識・スキル・経験がある

 仕組みの意義を理解し、実際に行動している

 具体的に示されたケース以外にも意図・狙い
に応じて横展開を図っている

個人の意欲・能力

ガバナンス

管理標準・マニュアル

 経営の意思決定プロセス

 意思決定に関わる各組織および、
機能組織間の牽制関係

 経営層へのレポーティングルール
（有事、リスク・コンプライアンス、業績・進捗 等）

 従うべき業務の手順・チェックポイント

 上位者へのレポーティングルール
（有事、リスク・コンプライアンス管理状況 等）

 業務を進める上での承認プロセス・ワークフロー

【 仕組み 】 ＜ 運用 ＞
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不正行為防止のための思考・行動様式の改革アプローチ

従業員の思考・行動様式は企業により千差万別であり、また、同一企業内であっても所属組織によって異なるなど、

その改革にあたっては、現状と不正行為に繋がる因果関係を丁寧に紐解き、課題・改革のボトルネックを明確にし、

狙いを定めて改革を仕掛けることが重要です。また、施策の立案・実行にあたっても、組織ごとの思考・行動様式に

応じて、きめ細く対応していくことが非常に重要となります。

従業員の思考・行動様式の改革に近道はありません。仕組み・ルールで縛り、均質的な価値観・考え方に染め上げ

るのではなく、従業員一人ひとりに会社の目指す姿と核となる指針を理解させたうえで、その実現に向けた主体的な

思考・行動を引き出すためには、改革の過程で地道な現状理解とそれに基づく施策の立案・実行を繰り返し、従業員

の改革に対する納得感、意欲、理解を徐々に高めていくことが求められます。

デロイト トーマツ コンサルティングでは、数多くのプロジェクトでの実践を通じて独自に開発した方法論に基づき、現

状把握から施策実行までを経験豊富なコンサルタントが一貫してご支援いたします。

サービス詳細・お問い合わせは下記のリンクをご参照ください。

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/human-capital/solutions/hcm/organizational-culture-change.html
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組織風土可視化に必
要な定性・定量情報を
収集する

収集した情報を基に
組織風土の特徴と陥
りがちな状況（ペルソ
ナ）を整理する

特徴的な風土とそれ
が悪い方向に振れる
際の要因と因果関係
を整理する

悪い方向に振れる因
果関係の根本を見極
め、変えるべき点を明
確にする

変えるための具体的
な施策とその展開シ
ナリオを整理する

具体的な施策実施、
展開・浸透を図り、変
わるまでやり続ける

•不正リスク・
組織風土サーベイ

•従業員インタビュー
・ワークショップ

•過去発行物分析
（社内報、社史等）

•基礎データ分析
（人事情報、異動・研
修受講歴、人事制
度・運用歴 等）

•調査・分析結果の解
釈についてのディス
カッション

•ディスカッション
結果の取り纏め
（ペルソナの作成）

•不正の背景・因果関
係についてのディス
カッション

•ディスカッション
結果の取り纏め
（因果図の作成）

•因果関係の起点・
根っ子についての
ディスカッション

•現状と取組むべき課
題の明確化

•生み出すべき変化、
アプローチの整理

•課題・アプローチの
優先順位の整理

•具体的施策の整理
（施策内容、前提、必
要スキル、実現性の
明確化・確認）

•変革リーダー・最初
に変えるべき組織の
明確化

•変革シナリオ・
ロードマップの作成

• KPIの設定

•展開・浸透施策の
実施

•具体的施策の実行
状況モニタリング

•施策の見直し、
追加施策の整理・
展開・実行

 情報収集の準備・
実施の支援・実行

 情報の取り纏め・
の支援・実行

 議論の場の設計、ファシリテーション支援
 議論のたたき台の作成、結果の取り纏め

 議論の場の設計、ファシリテーション支援
 議論のたたき台の作成、結果の取り纏め
 他社事例の紹介
（具体的施策、KPI、モニタリング手法等）

 変革リーダー特定、必要スキルの補完
(変革リーダーアセスメント、研修企画等)

 施策の実行支援
 モニタリング支援
 改善・追加施策の
議論の場の設計、
ファシリテーション
支援

風土・不正リスク調査／結果分析
目指す姿／

改めるべきことの明確化
施策の
展開・浸透
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